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　「中小企業組合官公需懇談会」開催
　いわてキラリ企業ガイドブック2019年版が完成
　岩手県特定（産業別）最低賃金が改正されます！
　国税庁から消費税軽減税率制度のお知らせ
●岩手県内中小企業概況（11月）
●中央会Information
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　岩手県発明協会からのお知らせ
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新年のごあいさつ

　岩手県中小企業団体中央会

　　会　長　小山田　周　右

　新年あけましておめでとうございます。
　平成31年の年頭にあたり会員並びに関係機関の皆様方に謹んでご挨拶申し上げます。

　平成最後の正月を迎えました。振り返りますとバブル経済全盛のなか始まった平成
は、まず元年 4 月に消費税が初めて導入され、買い急ぎや買い控えが起こりました。
平成 7 年 1 月の阪神・淡路大震災は、当時において戦後最大の災害となりました。平
成 20 年 9 月には、世界金融危機がおこり、その影響は金融機関のみならず輸出産業
も大打撃を受け日本市場は大暴落しました。そして、平成 23 年 3 月 11 日、我々が絶
対忘れることのできない東日本大震災津波が発生し、甚大な被害に見舞われました。
発災から 7 年 9 か月が経過し元号が代わろうとしている現在、未だ復興道半ばであり、
本県にとって最悪の事態となった災害でした。
　近年、地震や豪雨などの自然災害が頻発・甚大化しておりますが、災害からの復旧・
復興において中小企業組合は重要な存在となり、その組織力とネットワークを遺憾な
く発揮し被災地のため活躍したことから、地域における組合への期待は大きく、連携
組織の有用性は高まってきています。

　さて、今年は県の今後 10 年間の政策の基本方向を示す次期総合計画が策定されま
すし、ＩＬＣ誘致の政府判断のほか、ラグビーワールドカップ 2019 釜石開催を控え
ており、この一年は本県にとって大事な年であります。
　経営を取り巻く環境としては、働き方改革関連法が順次施行され、人手不足に苦し
む中小企業が多いなかで様々な対応が求められ、我々にとって厳しい局面を迎えます。
併せて改正入管難民法の施行により外国人労働者の増加が進むものと考えられます。
これらは、日本が直面している少子高齢化による生産年齢人口の減少に起因するもの
であり、生産性向上や人材確保・定着への取組が一層不可欠です。
　また、10 月の消費税増税を控え、加えて消費行動の変化・多様化などにより、企
業はまったく新しい価値の創造によりお客様から支持されなければ利益の確保が難し
くなっています。このような厳しい経営環境下では中小企業組合を有効に活用し、相
互の経営資源を補完し合い、新たな取組や革新的な事業を行うことで組合員の経営力
強化を推進し現下の状況を乗り超えていかなければなりません。

　中央会といたしましても、県内唯一の連携組織専門支援機関として積極的に事業を
展開するとともに、国・県等の各種支援策を活用しながら、関係機関との連携を一層
図りつつ県内中小企業者の発展と地域の産業活性化のため、さらに支援を強化する所
存であります。

　結びに、今後とも本会に対しましてご高配を賜りますようお願いいたしますととも
に、本年が皆様にとりましてより良い年になりますよう心よりご祈念申し上げまして
新年のご挨拶といたします。
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年頭のご挨拶

　岩手県知事　達　増　拓　也

　明けましておめでとうございます。
　岩手県中小企業団体中央会及び会員の皆様に、謹んで新春の御挨拶を申し上げます。
　皆様におかれましては、日頃から、中小企業組合の事業活動などを通じて岩手県の
商工業の発展に御尽力を賜り、深く敬意を表します。

　東日本大震災津波から間もなく 8 年となりますが、貴会の会員組合の皆様におかれ
ましては、グループ補助金等を活用した被災企業の事業再開や、ものづくり中小企業
の競争力強化に向けて取り組まれるなど、被災地域の経済の復興に大きな役割を果た
されていることに対し、改めて感謝申し上げます。

　今年は、平成から新しい時代に移行する節目の年であるとともに、三陸鉄道が久
慈駅から盛駅まで約 163㎞の一貫運行をスタートさせるとともに、宮古港への大型
外航クルーズ船の寄港、三陸防災復興プロジェクト 2019、ラグビーワールドカップ
2019™ の釜石開催など、復興が進む三陸地域に注目が集まる年です。

　岩手県では現在、本年 4 月にスタートする「次期総合計画」の策定を進めています。
この次期総合計画では、「幸福」をキーワードに、岩手が持つ多様な豊かさやつなが
りなどにも着目し、岩手の将来像を描き、岩手県を取り巻く社会経済情勢や復興の状
況、県内各地域・各分野からの御意見などを踏まえ、今後 10 年の岩手のあるべき姿
を展望し、そのために何をすべきかを示すこととしています。

　また、中小企業振興については、現在、第 2 期基本計画の策定を進めています。こ
の計画案では、県内の中小企業が、付加価値の高い商品やサービスをつくり出すこと
により企業としての魅力を高め、働きやすい環境を整備し、やりがいと生活を支える
所得が得られる仕事を提供することなどにより、事業活動が活発に展開され、資金、
商品・サービス、人材・雇用など、持続可能で活力ある循環型の地域経済を目指すこ
ととしています。

　復興とふるさと振興を着実に推進し、県民一人ひとりの幸福を守り育てる地域社会
の実現に向け、オールいわての力を結集しながら、力強く県政を進めてまいりますの
で、皆様の御理解と御協力をお願いいたします。

　年頭に当たり、皆様のますますの御健勝と御多幸を心からお祈りいたしまして、新
年の挨拶といたします。
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年頭に当たって

　全国中小企業団体中央会　

　　会長　大　村　功　作

　明けましておめでとうございます。平成 31 年の年頭に当たり、謹んで新年のご挨
拶を申し上げます。
　本年は平成の最後の年、そして新たな元号の幕開けの年となります。平成を締め括
り、改元となる新年を迎え、大変身の引き締まる思いであります。
　昨年は、都道府県中央会とともに「つながる　ひろげる　連携の架け橋」のスロー
ガンの下、「平成 30 年度中央会の基本活動方針」に基づき、次のように①から⑤の 5
つの重点活動に取り組みました。本年は、数値目標を含めその成果を取りまとめ、見
直すべき点は見直し、改善を図っていきます。①「組合の今日的意義の確認・発信」は、
新たに森下正 明治大学教授を委員長とする「中小企業組合のあり方研究会」を設置し、
組合の新たな方向性・可能性を提示しながら、中央会による組合支援のあり方を検討
してきました。本年は、先行事例を豊富に盛り込み中央会の伴走型支援に役立つ手引
きとしても活用できる報告書に取りまとめます。②「事業承継の推進」は、組合員の
廃業・脱退に歯止めをかけるべく組合を起点とした取組みを進めてきましたが、本年
は、会社に加えて個人事業者の事業承継も推進していきます。③「働き方改革への対
応」は、ものづくり分野でのレディース中央会の誕生など女性の活躍が各地で見られ
ました。本年は、同一労働同一賃金に関するガイドラインや対応のための取組手順書
などの周知・広報を図っていきます。④「生産性向上の実現」は、ものづくり補助金
を中心に設備投資を支援してきました。本年も引き続き税制措置を組み合わせたＩＴ・
設備投資の推進を行っていきます。⑤「被災地支援、地方創生」については、昨年発
生した西日本豪雨、台風 19 ～ 21 号、北海道胆振東部地震の被災中小企業への対策支
援を政府に要望してきましたが、自然災害については事前の対策が極めて重要である
と考え、本年は、自家発電機等の災害関連設備の減税措置や、実効を図るためのＢＣ
Ｐ認定制度や損害保険の推進を図ってまいります。
　本年 10 月には、消費税の税率引上げと複数税率の導入が行われます。消費税率引
上げ後の反動減対策は、特に組合組織を上げての対策が極めて重要です。政府には万
全の対策を求めてまいりますが、経営資源に乏しい中小企業・小規模事業者が頼るの
は組合です。
　また、本年は、ラグビーワールドカップが開催され、来年はいよいよ東京オリンピッ
ク・パラリンピックが開催されます。世界に日本の中小企業の魅力を発信する絶好の
機会であります。
　組合関係者にとりまして、本年が実り多き良き 1 年となりますことを心よりご祈念
申し上げまして、新年のご挨拶とさせていただきます。
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新年のごあいさつ

　岩手県市長会　

　　会長　谷　藤　裕　明

　新年あけましておめでとうございます。
　岩手県中小企業団体中央会並びに会員各位におかれましては、つつがなく新しい年
をお迎えのこととお慶び申し上げます。
　貴会が、県内中小企業の振興・発展を目的に、経営課題の解決による経営力強化や
連携による新たな産業と事業の創出、更には震災からの本格的な復興・再建の推進な
ど、様々な支援・指導事業に積極的に取り組まれ、地域経済の発展に御尽力を賜って
おりますことに対し、深く敬意を表する次第であります。
　東日本大震災津波から 7 年 9 カ月余が経過し、被災自治体の懸命の努力により復旧・
復興事業も進んでおりますが、いまだ多くの方が仮設住宅等での不自由な生活を余儀
なくされており、震災からの復旧・復興は道半ばといった状況にございます。引き続
き、被災者の生活再建、地域の産業再生などの課題を克服し、一日でも早く被災者が
復興の歩みを実感できるよう、県内各市の連携のもと、復興の加速化に力を尽くして
まいりたいと存じます。
　貴会員の皆様方から、これまで頂いた多くの御厚情に深く感謝を申し上げますとと
もに、強い絆のもと、引き続き復興に向けた御支援を賜りますようお願い申し上げま
す。
　さて、県内経済は、個人消費や生産活動が緩やかに回復しつつあるとともに、雇用
情勢も改善が続いており、今後、各種政策の効果を背景に、景気が回復していくこと
が期待されるところであります。
　今年は、ラグビーワールドカップが日本で開催され、釜石市においても 2 試合が行
われます。また、翌年の東京オリンピック・パラリンピックに向け、県内各地で事前
合宿等が行われるなど、世界各国から多くの方々が訪れます。震災への支援に対する
感謝の気持ちを伝え、岩手の魅力を世界に発信する絶好の機会と捉えております。
　岩手県市長会といたしましては、県内各市との連携を図りつつ、産業の創出や雇用
の確保に向けた各種施策を積極的に展開するとともに、外国人観光客の受け入れに積
極的に対応するなどにより地域の活性化に努めてまいりたいと存じております。
　結びに、地域経済活性化の枢要を担われている岩手県中小企業団体中央会をはじめ、
関係団体のますますの御隆盛と会員各位の御活躍、御多幸を祈念申し上げまして、新
年のごあいさつといたします。
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　平成の最終年となる平成 31 年の年頭にあたり、謹んで新春のお慶びを申し上げま
す。
　岩手県中小企業団体中央会並びに会員の皆様方におかれましては、つつがなく新春
をお迎えのこととお慶び申し上げます。また、平素は、私ども商工中金に格別のお引
き立てを賜り、誠にありがとうございます。
　まず、昨年の国内経済を振り返りますと、設備能力増強や生産性向上を目的とする
設備投資の増加や、雇用・所得環境の改善による底堅い個人消費、海外経済の成長に
よる輸出の緩やかな増加等により、総じて景気は緩やかな回復が続きました。しかし、
米中の貿易摩擦等を背景とする海外経済の減速懸念等から、年後半にかけて株式相場
は軟調となり、今後の見通しに不透明感が漂いました。また、北海道震災をはじめと
して日本各地で自然災害が頻発し、甚大な被害が見られました。
　また、中小企業の経営環境は厳しさを増しており、人手不足の強まりや今春施行の

「働き方改革法」への対応、経営者の高齢化を背景とする事業承継への対応、今秋の
消費増税引き上げへの対応、AI の台頭による業務プロセス見直しへの対応等が求め
られ、克服すべき経営課題は山積しかつ高度化している状況です。
　このような環境のもと、弊金庫は昨年 5 月に危機対応業務に係る不正事案に係る業
務改善計画を主務省に提出するとともに、10 月には同計画の実行計画である「経営
計画プログラム」を策定し、真に顧客本位の営業姿勢を徹底してまいりました。
　具体的には、弊金庫の特性を活かし、事業性評価を起点として、①財務構造改革支
援、②事業再生・経営改善支援、③産業構造の変革への挑戦支援、④新産業の挑戦や
創業支援といった 4 つの重点分野に注力し、中小企業・中小企業組合の企業価値向上
に貢献してまいります。このため、経営合理化や生産性向上により、重点分野へ経営
資源を集中投下し外部人材を積極的に活用していく所存です。
　中小企業の皆様の経営課題に対して、的確なソリューションを提供できるよう、中
央会様をはじめとする関係機関の皆様と幅広く連携し、岩手県経済の活性化に貢献し
てまいりますので、今後とも格別のご指導、お引き立てを賜りますようお願い申し上
げます。
　年頭にあたり、皆様のご繁栄とご健勝をお祈りいたしましてご挨拶といたします。

年頭のご挨拶

株式会社商工組合中央金庫盛岡支店

　　支店長　山　本　雅　之
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新年のごあいさつ

株式会社日本政策金融公庫盛岡支店

　　　支店長　中　村　康　利

　新年あけましておめでとうございます。
　皆さま方におかれましては、つつがなく新しい年をお迎えのこととお慶び申し上げ
ます。
　まず、私ども日本政策金融公庫は、おかげをもちまして、昨年 10 月に統合 10 周年
を迎えることができました。これもひとえに、岩手県中小企業団体中央会様並びに会
員の皆さまをはじめとして、多くの事業者、関係機関の皆さまのお力添えがあったか
らこそでございます。日ごろ当公庫に格別のご理解とご協力を賜りまして、誌上をお
借りし深く感謝申し上げます。
　さて、昨年 11 月に日本銀行が公表した「経済・物価情勢の展望」によりますと、
本年は、10 月に予定されている消費税引き上げ等の影響があるものの、外需にも支
えられ、景気は拡大基調が続くと見込まれています。昨年末にＴＰＰが発効され、2
月には日欧ＥＰＡも発効される見通しです。4 月には外国人労働者の受入れ拡大のた
めの改正出入国管理法も施行される見込みであり、日本経済は一層のグローバル化を
迎えることとなります。そして、5 月には新天皇の即位に伴って改元が行われ、新た
な時代の幕が開きます。
　本県に目を移しますと、春までに釜石花巻道路（復興支援道路）が全線開通する
予定であるほか、3 月に宮古～釜石間が JR から移管され、久慈～大船渡（盛）間の
163km を結ぶ「三陸鉄道リアス線」が開通します。また、9 月には、いよいよラグビー
ワールドカップ日本大会が開幕し、釜石鵜住居復興スタジアムでも 2 試合が行われま
す。さらに、本年はＡＩ（人工知能）の活用が進展すると見られていますが、秋には
県南において大手半導体工場が稼働し、本県が日本の最先端のものづくりをリードし
ていくことになります。これらは東日本大震災津波からの復興を内外に発信する貴重
な機会であり、本県は震災復興のその先の新たな時代へと進むことになります。
　時代が大きく移り変わろうとしている本年、私ども日本公庫は、引き続き地域の銀
行・信用金庫や関係機関の皆さまとの連携を一層密にして、政策金融機関としてセー
フティネット機能等の役割を着実かつ機動的に果たすことで、本年の干支である猪の
ごとく皆さまの勇猛果敢な躍進を支援して参りたいと存じます。
　結びにあたり、本年の岩手県中小企業団体中央会様の益々のご発展と、会員の皆さ
ま方にとって幸多き年となりますことを祈念申し上げ、新年のご挨拶とさせていただ
きます。
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年頭のご挨拶

　岩手県商工会議所連合会

　　会長　谷　村　邦　久

　新春を迎え謹んでお慶びを申し上げます。
　昨年は、当商工会議所連合会並びに県内商工会議所の事業運営に対しまして、特段
のご理解とご協力をいただき厚くお礼申し上げます。
　東日本大震災からまもなく 8 年を迎えようとしておりますが、沿岸被災地の復興は、
復興まちづくりの核となる新たな商店街の整備が確実に進捗しております。しかし、
一部の地域では仮設店舗で営業を続ける事業者もおり、中小・小規模事業者への息の
長い支援が必要であります。岩手県産業復興相談センターでは、債権買取先の中から
ＥＸＩＴ（買い戻し）するなど本格再生を行っている事業者が増加しておりますが、
一方で計画通りに進まない事業者もあることから、引き続ききめ細かな経営支援と、
国や県に対しては実情に合わせた柔軟な対応をとるよう要望してまいります。
　経営者の高齢化や後継者不足により、地域経済の基盤である中小・小規模企業の廃
業数が増加を続けています。昨年、事業承継税制が抜本拡充されたことをテコに、円
滑な事業承継を支援し価値ある事業の存続を図るとともに、新たな創業も促す必要が
あります。当連合会では、地域の活性化とわが国の成長につながる重要な課題として、
岩手県事業引継ぎ支援センターや岩手県事業承継ネットワーク事業を活用し、金融機
関や士業団体などの協力も得ながら、円滑な事業承継、創業支援に取り組んでまいり
ます。
　国際リニアコライダー（ILC）は、アジア初の大型国際研究機関が岩手県に復興の
象徴として誘致・実現されるよう懸命に活動を続けているところです。岩手県 ILC
推進協議会の試算では、国内産業の生産誘発額が、建設期間・運用期間の計 20 年間で、
最大 5 兆 7200 億円に達する見込みで、さらにＩＬＣの研究成果をさまざまな分野に
応用することで、イノベーションや経済波及効果も期待できます。子供達に夢と希望
を与える国際科学プロジェクトの実現は、産業の集積や国際観光の推進など新しい岩
手そして東北を創造する力となり、世界とつながる新たな地方創生となります。政府
には次のステップとして、正式な国際協議を進めるための意思表示を一日も早く実行
されるよう活動を活発化いたします。
　今年の大きな話題として、6 月には「三陸防災復興プロジェクト」が開催され、9
月からはラグビーワールドカップ 2019 釜石 TM の試合が「釜石鵜住居復興スタジア
ム」で行われます。さらに内陸と三陸沿岸を結ぶ「復興支援道路」と、沿岸を縦断す
る「復興道路」の整備も進んでおります。空の便については、台湾定期便に次いで上
海市とのチャーター便も就航する予定です。
　交流人口の拡大に大いに寄与する交通ネットワークの整備や各種イベントの開催
は、岩手の観光資源を最大限に生かす絶好の好機となります。地域観光のみならず、
地域活性化に尽力するとともに、国体のレガシーを継承し来県される多くの方々をお
もてなしの心でお迎えしたいと存じます。
　本年も復興の完遂を見据え、岩手の持つ魅力的な資源を活かした地方創生に主体的
に取り組みますので、一層のご指導、ご支援をお願い申し上げます。
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新年のご挨拶

　岩手県商工会連合会

　　会長　髙　橋　富　一

　新年明けましておめでとうございます。
　岩手県中小企業団体中央会並びに会員の皆様におかれましては、中小企業者個々で
は解決できない諸課題に対しまして、組合等連携組織を通して、中小企業が本来の活
力を発揮できるよう事業展開され、地域社会に多大な貢献を果たしておられますこと
に、深く敬意を表します。
　また、日頃は本会並びに県内商工会の事業推進並びに地域商工業の発展に向けてご
支援いただき深く感謝申し上げます。
　さて、我が国の経済は、企業の設備投資の増加と収益の改善や雇用・所得環境の改
善等を背景に各種政策効果も伴い緩やかながら景気が回復基調にあります。
　本県においては、個人消費や生産活動で持ち直しの動きに足踏み感が見られ、公共
工事もマイナス基調となっているものの、住宅着工数の増加や雇用情勢の改善により
引き続き緩やかな回復の動きとなっておりますが、少子高齢化に伴う人口減少、経営
者の高齢化や後継者不足並びに深刻な労働力不足等中小企業・小規模事業者を取り巻
く環境は依然として厳しさを増しており、景気回復の実感に乏しい状況となっており
ます。
　このような状況の中、本会及び県下 25 商工会は、「事業者から信頼され必要とされ
る支援機関」として、これまで地域経済の発展や地域コミュニティ維持に重要な役割
を果たしてきた中小企業・小規模事業者に寄り添い、経営力向上や持続的な発展に向
けた伴走型の支援を一層強化していくこととしております。
　特にも、経営革新計画や経営力向上計画等の経営計画策定支援を通じ、新たな付加
価値の創造や生産性の向上に積極的に取り組む企業を創出し地域経済の活性化に繋げ
ていくとともに、本年 10 月に予定されている消費税率の引上げ及び軽減税率導入対
策の強化、若手経営者・後継者の育成を通じた円滑な事業承継の推進、深刻化する労
働力不足への対応を積極的に行って参りたいと存じます。
　結びに、岩手県中小企業団体中央会の会員各位をはじめ、関係者の皆様のご多幸と
更なるご発展を祈念いたしまして新年の挨拶といたします。
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2019年新春

中央会役員に聞く

『組合・業界の経営環境と課題、
2019年の見通し』

　菓子業界の環境が大きく変わろうとしております。新
表示法（原産地、栄養計算表示）、ＨＡＣＣＰの制度化、
軽減税率、あるいは人手不足の中の働き方改革と何れも
難題であり、避けては通れません。
　又量販店、コンビニの和洋生菓子の販売は少なからず
菓子専門店に影響があります。その対応が大きな課題で
あります。
　あらゆる物が満ち溢れている成熟社会であり、食べ物
は飽食時代であります。正に経営はいかに・・・。
　菓子業界は「絶対価値」を磨く、これからの菓子店は
素材や地域性を活かした定番商品、オリジナル商品の完
成度を高め進化させていくことが求められます。絶対的
なものに磨き上げることが最も重要です。
　人手不足時代は生産性と収益力が鍵となります。菓子
専門店の場合、何より自店の絶対価値を磨き「オンリー
ワンのお菓子を」、即ちお客様の心を捕える菓子を提供
し続けることが生き残る策であると考えます。
　今年も熱意・誠意・創意で頑張るしかない！

齊　藤　俊　明理事長

岩手県菓子工業組合

小山田　周　右理事長

盛岡工業団地協同組合

　昨年を振り返ってみますと、年当初には組合員各社と

も堅調な事業展開を予想しており、外的には不透明な国

際情勢や経済摩擦、内的には慢性的な人手不足や原材料

価格の高騰などの課題を抱えつつも、概ね順調な生産体

制を維持できた一年であったと捉えております。

　団地組合といたしましても、長年の懸案であった公共

下水道への切り替えが9月に完了し、既存汚水管の管理

は盛岡市にお願いすることになりました。また、人材確

保については、盛岡市の「盛岡テクノミュージアム設置

事業」や「ものづくり人材育成事業」などの新たな事業

に組合員が参画して戴きました。

　本年も行政、関係団体や地域との連携を密にし、雇用

の受け皿や所得の源泉として地域経済の活性化に貢献し

てまいる所存であります。
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　時代の変化とともに、当組合員の皆様にも、少しずつ
変化が見られます。
　ドライバー高齢化や人材不足から長距離運行を縮小
し、地域に密着した仕事にスライドしている組合員さん
もいれば、逆にその状況をチャンスと捉えて、長距離輸
送体制の再整備に一生懸命な組合員さんもおられます。
　これが会社であれば、社長の方針に沿って社員全体が
同じ方向を向いて邁進するわけですが、緩やかに繋がり
合う組合員さん同士で、ある程度のルールや取り決めの
もと、それぞれが自助努力した上で、お互いに足りない
部分を助けたり、助けられたりする協同組合のあり方は、
どんなに時代が変わっても生き続けていくものと考えま
す。
　私達、物流ネットワークオール岩手協同組合も、絶対
に無くてはならない物流サービスを提供し続けられるよ
う、相互扶助の精神のもと精進して参りますのでどうぞ
宜しくお願い申し上げます。

海　鋒　　　守理事長

物流ネットワークオール岩手協同組合 盛岡青果商業協同組合

理事長 工　藤　清　博

　昨年を振り返りますと、温暖的な気候が長く順調に生
産されたことを含めて価格が下落傾向の一年となったも
のの、景気の停滞感が一層強く感じられ消費気運は高ま
らず厳しい商売環境にあったと感じ取れました。
　特にも迎える今年は消費税10％への増税と軽減税率制
度が導入され、消費者の支出負担の実感はもとより、現
場サイドではハード面、ソフト面それぞれに対する負担
は想像以上に大きく、投資コストを含め重苦しいムード
が感じ受けられます。
　また改正市場法が成立し、開設自治体を主体に来年6
月までに詳細は定められますが、市場から買い入れる立
場での機能維持と組織存続も含めたテーマと考えて居り
ます。
　以上のように今年は大きな変化と動きが感じ取られる
年となりますが、食に対する安全・安心へ向けた配慮と
情報提供等、小売分野で活かせる取り組みを重視し、消
費者に対する食の提供に励んで参りたいと思います。

藤　村　文　昭理事長

協同組合盛岡卸センター

　協同組合盛岡卸センターは、組合員数162社、賛助会

員数32社の全国でも有数の商業団地です。昭和45年創立

で来年50年目を迎えます。当団地は盛岡南インターチェ

ンジが近いことに加え、昨年3月には矢巾スマートイン

ターチェンジが開通し、さらに利便性が向上しました。

　当初は繊維関係の卸売業が中心となって設立された団

地ですが、近年では卸売業だけでなく小売業や介護・福

祉関係の企業など多様な業種が入居しています。団地を

取り巻く環境にも変化が見受けられ、現状に即した定款

の見直しや組合員企業のニーズに即した新規事業の開拓

が求められており、昨秋取得した隣接の駐在所跡地の活

用方法を含め検討を重ねております。

　本年も組合の財政基盤の強化のため団結して取り組む

と共に、周辺企業、住民、行政機関の皆様とも協力しな

がら地域社会へ寄与していく所存でございます。

平　野　喜　嗣理事長

岩手県電気工事業工業組合

　昨年は全国で台風や地震による被害が相次ぎました。
　国民生活や経済活動の基盤となるインフラを支える電
気工事業界の使命を改めて再認識した次第であります。
　復旧作業は、個人の技術により支えられています。
　熟練した技術者の養成は、電気工事業界においても大
きな課題であります。
　少子化の今、とりわけ新規高卒者の採用は、厳しい状
況にありますが、組合企業が継続して取り組んできまし
た高校等への電線寄贈支援事業、高校生との意見交換会
やインターンシップ事業等を通じて電気工事業界と組合
企業の理解の促進に努めて参ります。
　昨年末、第3回電気工事技能競技全国大会において、
本県代表の佐々木　隼選手は銀賞に輝きました。
　本県電気工事業界の技術の向上に止まらず、業界をご
認識頂く機会として「顔の見える業界」を目指して参り
ます。
　本年は、組合創立70周年を迎えます。組合員が一丸と
なり、県民の皆様に信頼され地域に貢献する「街の電気
ドクター」として更に進化して参ります。どうぞよろし
くお願いします。
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澤　里　富　雄理事長

久慈自動車整備協業組合

　自動車整備業界においては、人口減少、少子高齢化と

保有台数減少は入庫台数の減少に直結し、自動車整備市

場の縮小により、整備事業の経営環境が悪化している傾

向にある。

　整備事業における後継者不足や整備要員の高齢化、若

者の車離れと整備士志望者の減少など、課題が山積して

おり、さらに電子制御装置が多様化しており、ハイブリッ

ト車や電気自動車等の新技術への対応が必要不可欠であ

ります。

　このように、業界全体が厳しい流れにあるなか、自動

車整備業として生き残るためには、これまでとは異なる

視点で戦略に乗り出さなくてはなりません。

　厳しい状況を生き抜くには「お客様の変化」「時代の

変化」にスムーズに対応できるように整備業界一丸と

なって取り組む必要があります。

岩手県管工事業協同組合連合会

会　長 佐々木　英　樹

　昨年は北海道胆振地震、西日本の豪雨等による自然災
害が発生し、加えて自動車業界の不祥事、米中間の経済
摩擦が日本経済にも影響し暗いニュースが続いているが
その反面、万博の開催決定、ノーベル賞の受賞、そして
スポーツ界ではスケートの紀平、野球では岩手県出身大
谷、菊池両選手の活躍があり明るい話題となっている。
　水道業界では長年の念願であった指定店制度の見直し
を含めた〔水道法の一部改正〕法案が成立し業界運営の
指針が強化され、水道事業発展の基礎が確保された年で
もありました。
　一方、当業界をとりまく環境は労働力不足、とりわけ
技術者、技能者の減少、資材、燃料の値上がり等があり、
景気が緩やかに回復していると言われていますが、我々
中問企業まではその余波が届かず依然として厳しい情勢
下におかれております。
　このような情勢下にあって、当連合会は、〔水道法一
部改正〕に伴う諸法令に沿って地元密着の技術力を有す
る工事店として今後一層有能な技術者、技能者の育成に
努め適正な工事施工ができるよう業界発展に寄与する所
存であります。
　今年の〔干支〕はいのししであります。〔いのしし〕
にあやかって〔競争から協調〕へ意識を変え、事にあたっ
ては一度決定したなら共に力を合わせ猪突猛進し、課題
を解決し実りある明るい年でありますようご祈念申し上
げます。

斎　藤　　　誠理事長

岩手県印刷工業組合

　我々印刷業界の市場規模は、1998年をピークにＩＣＴ

の進展に伴い年々縮小しており、今年も厳しい1年にな

るものと考えられます。

　今までの業界・業態では、新たな成長が難しく、各社、

新たな業態を求め、総合化を進める企業、付加価値を高

める企業、専業化を選択する企業、様々であり、組合と

しては、業態変革に取り組んでいる企業に対し、適切な

業界情報や企業承継への相談窓口の支援などの取り組み

を提供しております。

　また、業界の将来を見据え、組合としては、これから

本格化する「働き方改革」やダイバーシティーへの対応、

ＣＳＲ支援、業界の社会的価値を高める知的財産権の認

知促進、メディアユニバーサルデザインなどの普及を推

進していきます。

　建設産業の状況は、防災・減災対策や老朽化したイン
フラ整備のほか、公共施設のトイレの洋式化、学校等へ
のエアコン設置など新たな工事発注や、様々な公共施設
等の整備の課題について、官民連携により民間の知恵が
発揮された提案型の案件形成が期待されています。
　地域建設業の事業継続には、若手技術者、技能工の育
成・確保が重要となり、中小建設業にとっての働き方改
革への対応では、適正な工期設定と労務費の改善、発注・
工期の平準化が課題であり、この認識を官民が共有する
ことが、雇用の創出さらには地域経済の活性化にもなり
ます。
　また、深刻な人手不足に対応した改正出入国管理法の
施行は、今後、専門的・技術的分野における外国人労働
者の受入れ制度の内容を注視する必要があります。
　本年も組合員一社一社が魅力ある企業に育つような活
動をさらに進めてまいります。

熊　谷　英　典理事長

盛岡市建設業協同組合
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　昨年を振り返りますと、旅館ホテル業界は、住宅宿泊

事業法（民泊事業法）に振り廻された一年でした。施行

条例に当っては、事業の実施に係る制限を定めて頂いた

所ですが、制限解除の為の要件等について規則で定める

こととしており、その内容が概ね固まってまいりました。

　メディアで報道されている、民泊のゴミ問題や騒音問

題等、大都会で起こる事は、いずれ岩手でも起きかねな

いとの思いから、県の環境生活部の担当者に、何度も足

を運んでお願い致しました。条例が施行されて、約半年

が経ちましたが、現在の所、先述の様な問題は惹起して

おらない様ですので、まずは一安心という所です。

　昨年は国の各省庁で障がい者雇用の不正水増しが発覚
するなど、障がい者雇用に関して国のずさんな管理が問
題となり、国民の注目を集めた。当組合としては今後、「精
神障がい者の特性と安定就労に向けて」と題した研修会
を開催し、就労者の多様化の実現に向けて力を入れてい
きたい。また昨年9月7日、官公需法に基づく「平成30年
度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」が閣議決
定された。関係各位には、当該方針に基づく対応を求め
たい。
　本年は平成が終わり、新しい年号になり、時代の転換
点を迎えることになる。ここでもう一度、本県経済の発
展、雇用を担う地元中小企業、官公需適格組合の存在の
認識を一層高めていただき、優先発注、随意契約、官公
需契約等における諸問題への対応をお願いしたい。
　我々は、昭和、平成とこれまで培った確かな技術力と
信頼で、「誠実、努力、協調」を信条に組合事業を展開
していく。

　昨年を振り返りますと、「2018年の漢字 災 」が示す

ように自然災害が多発した1年でございました。いつ起

こるかわからない自然災害に対しては、日頃から有事へ

の対応を周囲の人々と話し合っておくことが大切である

と感じました。

　さて、今年は5月1日から新年号となり、新しい時代を

迎えようとしています。岩手県中小企業青年中央会はあ

らゆる業種の中小企業組合青年部、個人会員で構成され

た団体であり、組合青年部の傘下会員の多くは、県内中

小企業の若手経営者、後継者等です。ここでもう一度、

本会に与えられた役割を認識し、会員相互の連携を強化

し、県内中小企業の明日を切り拓いていくための事業を

展開して参ります。

　近年、地震活動の活発化に加え、記録的な集中豪雨、
経験したことのない暴風、大雨を伴う台風などによる水
害、土砂災害、地震災害等が繰り返し発生しています。
　今の日本は、災害がいつどこでも起こりうるというよ
り、いつもどこかで自然災害が起きているという新しい
現実があります。
　このように事業環境を取り巻くリスクが増大する中、
当組合の共済制度は、地域経済を支える中小の事業者自
らが相互扶助の精神のもと、事業者が被る万が一の火災、
自然災害、自動車の事故等による経済的損失を補う共済
として、組合員である事業者の経営安定のため大きな役
割を果たしています。
　当組合の共済は設立爾来、組合員に寄り添い、親身に
接するなど顔が見える関係性を有し、組合員から高い信
頼と信用を得ている点が「良さ・強み」であります。
　今後とも、中小の事業者のための県内唯一の「総合共
済協同組合」として、組合員が求める共済を提供し、迅
速な共済金の支払に努めるなど、組合員の立場に立った
事業運営を通じて組合員の負託に応え、社会的な役割と
責任を果たしてまいる所存です。

澤　田　克　司

菅　原　廣　耕

澤　田　　　亮

高　橋　純　一

理事長

理事長

会　長

理事長

岩手県旅館ホテル生活衛生同業組合

岩手県ビル管理事業協同組合

岩手県中小企業青年中央会

岩手県火災共済協同組合
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　昨年は、大阪地震、西日本豪雨、8月の猛暑、北海道

地震と日本列島は大規模災害に見舞われ、さながら災害

列島だった。

　食品表示法改正に続き原料原産地表示義務化となり包

材の改版、原料の値上げ等も続き生産コストを減少でき

ないまま厳しい経営環境が続いている。更に少子高齢化

が進行する中、人材不足、事業継承が大きな課題となっ

ている。現在は定年延長により、雇用を確保している状

況にある。今後の深刻化する人材不足に関しては、国も

県も解決策を摸索中だが、外国人で人材不足を補っても

雇用期間が短い等経営環境に影響も懸念される。

　本年も消費者ニーズにあっためん類を造りたいと考え

ている。本年も乾めん業界の運営並びに事業にご協力ご

支援賜りますようよろしくお願い申し上げます。

　商店街を取り巻く環境は、人口減少、少子高齢化によ

るマーケットの縮小、経営者の高齢化や後継者難など、

年々厳しさを増しています。景気回復の局面下にあって

も県内の商店街及び中小小売商業者は依然としてその実

感が得られていないのが現状です。本年10月には消費税

率の10％への引き上げ及び軽減税率制度の導入を控え、

引き続き、厳しい状況が続くものと見込まれております。

　商店街は、地域住民の生活を支えるとともに、地域コ

ミュニティの拠点として、公共的な役割・機能を担い、

また、地域経済や雇用を支えてきました。商店街の果た

すべき社会的使命と公共的役割を再認識し、地域のニー

ズに沿った魅力ある店づくり、商店街づくりに邁進して

いかなければなりません。

　県商振連としては、引き続き、商店街の活動強化、個

店の経営向上のための事業を推進していく所存です。

　私共小売り・サービス業にとって先を読み、計画しに

くい不透明な年である。その背景に7つの要素がある。

①米中貿易戦争危惧による国際情勢、景気の不安定さ。

②天皇譲位、改元、新天皇即位に伴う「まつりごと」対

応と消費への影響。 ③深刻な人不足と、営業時間と休

日と一人当たりの生産性向上の対応。④商売に大きく影

響する異常気象、自然災害等リスクが高まっていること。

⑤増税前後の売上予測とその対策。軽減税率、ポイント

付与、キャッシュレス決済に対応するレジ等対策。⑥少

子高齢化に伴う消費構造の変化と拡大するＥコマース対

応。⑦東京オリンピック前年の景気予測とインバウンド、

国際標準対応。かように未経験且つ不透明な課題が多く、

私共中小小売業パルは進路を間違いないよう、時々の課

題にタイムリーに対応する年とする。

　木材業界の関心事は、やはり木造住宅を含めた新設住

宅着工戸数の推移であり、県内では、2017年が7万8千戸

で前年（8万2千戸）より大きく減少したものの、2018年

は8万戸前後まで回復するものと思われます。

　この着工戸数は、引き続き「東日本大震災」前よりは

高い水準にありますが、2013年をピークに年々減少傾向

にあります。

　一方、県産木材の利用促進について、県議会において

「（仮称）岩手県県産木材利用促進条例」の制定が検討さ

れており、改めて関係各位に敬意を表するとともに、早

期の条例制定をお願いするものであります。

　今後とも、県産木材の利用拡大にあたって、高品質な

木材・木製品の安定的な供給が、当組合及び組合員の責

務であり、需要者ニーズに的確に応えながら、組織が一

丸となって、さらに努力を重ねていく所存であります。

髙　橋　政　志

豊　岡　卓　司

髙　橋　祥　元

日　當　和　孝

理事長

会　長

理事長

理事長

岩手県乾麺工業協同組合

岩手県商店街振興組合連合会

協同組合江釣子ショッピングセンター

岩手県木材産業協同組合
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　業界では、特定名称酒（純米酒や吟醸酒など）を中心
に県外、海外への出荷数量は徐々に増加傾向となってお
ります。
　当組合といたしましては、岩手県で開発された最高グ
レードの酒造好適米「結の香」で醸された清酒、米・酵母・
麹すべてが岩手県産、そして清らかな水、南部杜氏の技
術で醸し出された「オールいわて清酒」を前面にPRし、
全蔵一丸となって首都圏を中心に販路拡大を目指し、岩
手のお酒のファンづくりを図っております。
　また、全国各地で「日本酒で乾杯」の条例が着々と制
定される中、当組合においても県議会を中心にはたらき
かけ、県条例の制定をお願いしているところであります。
　昨年、「全国一斉日本酒で乾杯」行事の一環として、
世界南部杜氏サミット・日本酒夜学において約500名の
方が県内17か所の料飲店で「日本酒で乾杯」を行いました。
　日本酒業界の現状を真摯に受け止め、業界は一致団結
し消費者の方に愛され続けるお酒を造っていき日本酒が
復活出来るように切に願っております。

　ガス業界を取り巻く環境は、近年、電力の小売り自由
化をはじめ、エネルギー間の厳しい競争の時代に入って
おります。
　こうした状況下で我々ガス業界は、今後、本県の各地
域で人口減少・高齢化が進んでいく中、「地域の持続を
支えるエネルギー」としてＬＰガスの供給を継続してい
く考えでありますが、地域でのガソリンスタンドの相継
ぐ廃止をはじめ、山間地等でのインフラ供給は、現行の
形態だけでは限界があるといった課題も見えてきている
現状があります。
　この課題への対応にはエネルギー業界だけでは限界が
あり、行政の積極的な関与が必要となってきていると認
識しております。
　県行政において、法令に基づく保安対策に留まること
なく、従前のように、地域におけるインフラ供給、その
ための県内エネルギー業界の産業振興を担うための組織
整備の必要性を、今年頭に当たり強く感じております。

　平成30年は、「釜石鵜住居復興スタジアム」の完成に

象徴されるように、震災から復興が目に見えて進捗した

一年でした。一方で、1月の草津白根山噴火から、震度6

弱を記録した6月の大阪北部地震、9月の北海道胆振東部

地震と大規模ブラックアウト等々、災害の多い一年でも

ありました。さらには、東京で初めて40度を超えた、記

録的異常猛暑など、異常気象も引き続き多発した年でも

ありました。

　私ども砕石業界も、このような災害多発時代、異常気

象多発時代への対応が近年の重要課題となってきており

ます。被災地の一日も早い復興に向けて、安定した砕石

供給が達成できるよう、万全の出荷体制の構築に努めて

まいります。激変する経営環境変化を首尾よく乗り切る

ことにより、引き続き、優良な社会基盤整備の一翼を担っ

てまいりたいと念願しております。

　近年のトラック運送業界は、慢性的なドライバー不足・
高齢化に悩まされております。さらに、燃料価格も高値
水準が続いており、運送事業者を取り巻く環境は非常に
厳しいものとなっております。
　人出不足が深刻化する背景には業界に蔓延する「長時
間労働」の問題があげられます。その問題を解決するた
めにも、2019年度は、生産性の向上や取引環境の改善等

「働き方改革」の実現に向けた対策を推進することが重
要となってきます。また標準貨物自動車運送約款の明確
化等を踏まえた適正な運賃・料金収受を推進し、ドライ
バーの労働環境を他産業並みに押し上げることが必要と
なります。中央会会員の皆様におかれましても、ご理解、
ご協力をよろしくお願いいたします。
　本年も組合、及び組合員は相互扶助の精神で山積する
これらの課題を解決すべく努力して参ります。

松　岡　俊太郎

八重樫　義一郎

舞　石　　　太

安　江　由喜雄

理事長

理事長

理事長

理事長

岩手県酒造協同組合

岩手県液化ガス商工組合

岩手県採石工業組合

岩手流通輸送センター協同組合
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　平成30年は全国的に自然災害が多く、被災に遭われた
方々には心よりお見舞申し上げます。
　お陰様で当地は大きな自然の影響も少ない一年でし
た。又、道の駅「風の丘」開業20周年ということで6月
末より半年間、様々なイベントを催し、お客様皆様に感
謝しこれからも末永くご愛顧いただけるようお願いを申
し上げ、又、働ける喜びを会員共々感じたしだいです。
　11月に国道340号線「立丸トンネル」の開通や、釜石
道の全線開通を目指して、道路の整備が着々と進んでい
るようです。車での移動時間の短縮で、各地からのご来
遠を心からお待ちしております。
　最後に、レディス中央会in宮城に参加させていただき
ました。全国の女性経営者の皆様方や主催県である宮城
レディス中央会の方々の行動力に唯唯感動!又、九州・
広島・岡山など被災に遭われた県からも多数の参加者が
あり、女性の立場ながら女性のパワーを感じてまいりま
した。参加させていただき感謝いたします。

　当組合の主体だった学校給食用主食（パン）加工受託

事業所が、パン加工に加えて米飯加工も手掛けるように

なったのが昭和40年代半ば。それが今では主客転倒して、

パン給食の回数は全国平均で週約1.3回。岩手の場合だ

と週5日米飯給食という学校も出てきた。パン業界では、

学校のパン給食がこれ以上減るとパン離れが起きるので

はないかとの危機感が強くなっている。

　さらに、少子化に伴う給食数の絶対的減少や、市町村

給食センターによる炊飯業務開始などにより、業務縮小

や事業撤退に追い込まれるなどの事態に直面している組

合員もみられ、組合としての対応が迫られている。

　食品衛生管理のHACCP対応も緊急課題だ。10月に予

定される消費増税の軽減税率対策も控えている。

　今年の当業界は多難な年になりそうだ。

　新年明けましておめでとうございます。
　今年は東日本大震災から間もなく8年になろうとして
います。交通網の整備や堤防の復旧工事のような大規模
事業は着々と進んでおり、被災住民の生活環境整備も
徐々に進んでおり、今年はJR山田線宮古・釜石間の経
営が三陸鉄道へ移管され、北リアス線・南リアス線を含
む久慈・盛間がリアス線となり、また、ラグビーのワー
ルドカップが釜石で開催されるなどの明るい話題も多く
なりました。しかし今後の生活環境の整備には多くの人
材や資材が必要となりますが、近年の資材価格の高騰や
人材の不足といった問題を抱えて工事を進めて行かなけ
ればならないと思います。これは沿岸部にかかわらず内
陸部に於いても同様となり、私共塗装工事のような仕上
げ工事業者に工事の遅れのしわ寄せが降りかかってき
て、人手不足に伴い高賃金でも人材を確保し、年々高騰
している資材を使用して、受注した工事を仕上げなけれ
ばならない状況が続く事と思います。
　組合ではこの情勢の中、今後も地域密着型の組合を目
指し、皆様の信頼とご期待にたえられる業界として努め
てまいりたいと思っています。
　組合員一同、さらなる発展を目指して頑張ってまいり
ますので、ご愛顧を賜りますよう、お願い申し上げます。

昆　　　裕　子

千　葉　善太郎

佐久間　修　一

理事長

理事長 

企業組合夢咲き茶屋

岩手県パン工業組合

岩手県塗装工業組合
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